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販売促進イベント（かながわブランドキャラバン、湘南ゴールドフェア）の様子 

Ⅰ 農業の振興の取組について 

 

１ 県民ニーズに応じた農畜産物の生産と利用の促進 

 (1) 県民の求める食の提供 

  ア 安定的な価格で継続的に取引できるマーケット・インの発想を活か

した生産を拡大するため、実需者と生産者の双方のニーズを取りまと

めて新たな契約につなげる取組を推進する。 

・県内外の優良事例の紹介や意見交換（推進会議１回、事業者個別ヒ      

アリング５回） 

 

  イ 農協直売所での販売品目数を増やすため、生産者を対象に栽培技術

の指導を行う。 

・農協直売所出荷者を対象とした講習会の開催（47回） 

 

  ウ 県内卸売市場における安全・安心対策の充実、地産地消の推進、情

報受発信機能の強化等の取組を支援する。 

・市場関係者研修会（１回）、市場関係者との意見交換（13回）を

実施 

 

 (2) 農畜産物のブランド力の強化と６次産業化の推進 

  ア かながわブランドへの登録と普及ＰＲを推進し、県民へのさらなる

浸透を図ることにより、県産農畜産物のブランド力を高め、販路拡大

を支援する。 

・新規登録２件、かながわブランドキャラバンの実施（県産農畜産物     

の販売促進イベント 16回）、ホームページ「かなさんの畑」の運

営等 
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  イ 県産畜産物の評価を高め販路拡大につなげるため、流通・販売・消

費面からのアプローチによる「出口戦略」を推進する。 

・かながわ畜産ブランド推進協議会による「かながわ畜産フードコレ 

クション 2018」の開催（１回）、農場見学商談会の開催（５回） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ウ 新たな付加価値を生み出すため、６次産業化や観光農業の取組を支

援する。 

・６次産業化サポートセンターの運営委託（個別相談 月２回、地域 

相談会 12回、人材育成研修会 10回、インターンシップ研修会６

回、実需者と生産者との交流会１回） 

 

 (3) 食の安全対策の取組 

  ア 食の安全・安心を確保するため、農薬安全対策、ＧＡＰの取組支援

等を実施する。 

・第三者認証ＧＡＰに関する研修会の開催（２回） 

 

  イ 健康な家畜及び安全な畜産物を生産するため、鳥インフルエンザな

どの家畜伝染病の発生予防やまん延防止、動物用医薬品及び飼料の適

切な使用を推進する。 

・総合防災センターにて高病原性鳥インフルエンザの発生に備えた実 

践的な防疫演習を実施（２回） 

 

かながわ畜産フードコレクション 2018 の様子 
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２ 安定的な農業生産と次世代への継承 

 (1) 新規就農の促進と中核的経営体の育成 

  ア 新規就農を目指す個人や企業等に対し、就農に向けた支援を行う。 

・就農希望者等に対し就農相談を実施（相談者数 289 人、37法人） 

 

  イ 農業生産の中核を担う経営体を確保するため、就農から経営発展段

階に応じて研修会や巡回指導を行う。 

・新規就農者を対象とした基礎セミナーの実施（集合研修 53回） 

・基礎セミナー修了者を対象に、経営発展のためのステップアップセ

ミナーを実施（集合研修 13回） 

 

ウ 中核的経営体を育成するため、認定農業者等への農地集積を促進す

る。農地の出し手として期待される農家等に対して、今後の農地活用

の意向調査や事業制度の周知を農業委員会と連携して実施する。 

   ・市町担当者等会議（１回）、市町個別説明会（29市町）、地区ご

とのブロック会議（８回）、農業委員会と農地中間管理機構の連携

会議（５回）を実施 

 

 (2) 「トップ経営体」の育成 

   雇用を導入した規模拡大等により販売額を向上させる経営体の育成に

向け、経営管理能力の向上や施設整備等に対し支援する。 

   ・かながわ農業版ＭＢＡ研修の開催（全 12回、12 名修了） 

・施設整備等への補助（５件） 

 

防疫演習の様子 
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環境コンクール授賞式の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) 畜産経営の体質強化に向けた総合的な取組 

  ア 県産畜産物の生産拡大や収益性の向上を推進するため、生産施設等

の整備や新技術の導入を支援する。 

・畜産の整備に対する支援の実施（２地区）、多産系種豚を利用した 

改良型種豚の開発や肉豚生産技術の研究の実施 

 

  イ 都市環境と調和した生産活動を維持するため、臭気等の処理施設の

整備や低減技術の実証と普及、環境対策指導や畜産環境コンクールの

開催による環境美化意識のさらなる向上を推進する。 

・畜舎から発生する臭気の脱臭技術等の研究を行うため、畜産技術セ 

ンター内に整備した環境制御型養豚施設にて実証試験を実施 

・環境コンクールの開催と優良事例集の配布を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

かながわ農業版ＭＢＡ研修の様子 トップ経営体育成事業で整備した集出荷施設 

（三浦市） 
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 (4) 女性の力を活かした経営発展の促進 

   女性の力を活かした経営発展を促進するため、女性の経営参画を目的

とした研修等を実施する。 

   ・経営発展を目指す女性農業者を対象とした「かながわなでしこ

farmers’college」（全４回、20名修了）及び経営参加を目指す

女性を対象とした「かながわなでしこfarmers’café」（全３回、

16 名修了）の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (5) 技術開発と経営安定の取組 

  ア ＩＣＴを活用した温室の環境制御技術やドローンの活用など、本県

に適した「スマート農業」の技術開発・普及に取り組む。 

・トマト養液栽培、イチゴ高設栽培における温室内の環境制御技術の 

研究を実施 

・ＩＣＴ機器の普及に向けた調査、検討（研究会２回、推進会議１ 

回） 

・温室への環境制御機器の導入に向けた農家向けマニュアルの作成 

 

  イ 新技術の開発や新品種の育成を行い、生産現場に普及する。 

・観賞性の優れる枝垂れ性のヤポンの新品種を育成（販売に向け園芸 

協会と実施許諾準備中） 

・天敵農薬等を活用した害虫防除技術の普及（キュウリ栽培農家 60 

戸で導入） 

・多産系種豚を利用した改良型種豚の開発や肉豚生産技術の研究を実 

 施 

 

 

 

 

 

かながわなでしこ farmers 研修の修了式の様子 
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県で育成したヤポン新品種 
「八剱枝垂れ」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ウ 県産農産物の生産の拡大や生産性向上のため、生産施設等の整備に

向けた取組を支援する。 

・産地の収益力等の向上に必要な施設整備等に対して補助（藤沢市野 

菜苗産地、厚木市いちご産地、平塚市切花産地） 

 

 (6) 生産基盤の整備 

  ア 生産性の向上や農地集積の促進を図るため、地域合意の形成を働き

かけ、中心となる農業者や生産振興する作物などを見据えたほ場の整

備を推進する。 

・ほ場整備事業に関する地元農業者等への説明会の開催（３回） 

 

  イ 安定的かつ持続的な水稲生産等を支え、水田農業を次世代へ継承す

るため、頭首工や用排水路の長寿命化対策を実施する。 

・頭首工等の機能保全計画の策定（６地区、昭和用水他） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機能保全計画を策定した磯部頭首工 
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中高年ホームファーマー農園の様子 

  ウ 市町村等が地域ニーズに応じて実施する生産基盤の整備を支援す

る。 

・市町等が事業主体となる生産基盤整備事業の支援（20市町、農道 

整備、水路改修等）  

 

３ 環境と共存する農業 

 (1) 農地等の活用・保全 

  ア 都市環境と共存する農業を推進するため、市街地及びその周辺の地

域において営まれる農業の営農に貢献する施設の整備等を支援する。 

・都市農業推進事業（県単）の実施（２市、24件） 

 

  イ 市街化区域内農地を有効に活用し、適正に保全するため、円滑な特

定生産緑地への指定に向けた情報提供を行う。 

・市生産緑地担当者会議の開催（２回） 

 

  ウ 農業生産活動を維持向上させる地域ぐるみの共同活動への支援に取

り組む。 

・市町担当者会議の開催（４回） 

・多面的機能支払事業を行う活動団体への支援（12市町、30団体） 

 

  エ 農地を適正に保全するため、効率的で効果的な手法を工夫しなが

ら、県民と連携した農地の活用を図る。 

・かながわ農業サポーターの認定（17人）、サポーターへの貸出に 

よる耕作放棄地の解消（1.9ha） 

・中高年ホームファーマー農園の開設（８市町、4.8ha） 

・体験研修生への研修実施（10回） 
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田んぼの生きもの調査の様子 

 (2) 農業体験と交流の場の確保 

  ア 市街化区域内で営まれる農業を含め、県民の食と農への理解促進に

取り組む。 

・農業者等が実施する理解促進事業への支援（綾瀬市、３回） 

・農業体験等のイベントの開催（３回、伊勢原市等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 農業者と消費者である都市住民とが触れ合える場所や機会を確保す

るため、農業体験農園を開設する農業者及び農業団体を支援する。 

・農業者等が実施する理解促進事業への支援（綾瀬市、３回） 

・市民農園の開設に係る事前相談への対応 

 

  ウ 地域住民等による里地里山の保全活動への支援や、里地里山に触れ

合う機会の提供に取り組む。 

・里地里山サミット（１回、小田原市）、子ども里地里山体験学校の 

開催（１回） 

・団体が行う保全活動への支援（10市町、23団体） 

 

 (3) 環境保全型農業と畜産環境対策の推進 

  環境保全型農業の取組を推進するため、環境への負荷を軽減できる生

産技術の開発や普及を行う。 

   ・環境保全型農業に関する技術研修会の実施（２回） 
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施工前 施工後 

導流堤（平塚漁港）の機能保全工事 
 

施工前 施工後 

臨港道路（小田原漁港）の機能保全工事 

Ⅱ 水産業の振興の取組について 

 

１ 「食」に関する施策 

 (1) 衛生的で高品質な水産物の安定供給体制の整備 

   県民が求める安全・安心な県産水産物を安定供給するため、高度衛生

管理に対応した流通拠点（漁港）整備や強い潮の流れ（急潮）の予測精

度の向上、台風等に強い定置網の導入や漁港の長寿命化の支援等を行う。 

   ・三崎漁港高度衛生管理型施設の再整備 

   ・定置網漁場の流向・流速及び水温データを分析し情報提供 

   ・漁港施設の長寿命化対策の実施（機能保全工事実施７港) 
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ホタテガイの養殖 中骨を抜いた小サバのフライ 

東京湾で養殖試験を行っているトリガイ 

 (2) 県産水産物・加工品の供給支援と消費拡大 

   県民ニーズに合わせた魅力的な県産水産物を供給するため、地域で多

く漁獲されたり、利用の進んでいない魚種を活用した水産加工品の開発

や県民ニーズの高い二枚貝等の養殖を促進するとともに、ブランド化の

取組支援等により、県産水産物の消費拡大を図る。 

   ・低・未利用魚を活用した水産加工品の開発（小サバのフライ用素材

など４品） 

   ・トリガイ及びホタテガイの養殖試験の実施 

   ・貝毒原因プランクトンのモニタリング（12回）及び貝毒検査（14 

検体）の実施 

   ・卸売市場や飲食店における県産水産物の流通実態調査の実施 
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大量に発生したムラサキウニ 漁業者がさし網で除去したアイゴ 
 

２ 「海・川・湖」に関する施策 

 (1) 「海」に関する施策 

  ア 漁場環境の保全・回復と生息場所の整備 

    漁場環境の保全・回復と生息場所の整備を図るため、アワビやサザ

エ等の磯根資源に悪影響を及ぼす磯焼け対策として、藻場の状況やウ

ニ類、魚類（アイゴ）など食害生物調査の実施、漁業者等が行う自主

的な藻場保全活動の支援を行う。また、シャコやマコガレイ等東京湾

の水産資源の主要な減少要因である貧酸素水塊対策として、詳細な発

生状況の把握と情報提供、漁業への影響を緩和するための研究等を行

う。 

    ・食害生物の除去による藻場回復効果調査の実施 

    ・アイゴの生態調査の実施 

    ・藻場保全に取り組む漁業者等の活動支援（８組織） 

    ・極浅海域における貧酸素化の実態と魚類への影響把握調査の実施 

    ・「溶存酸素情報」の発行（19回） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 科学的知見に基づく資源管理体制の強化 

    科学的知見に基づく適切な資源の利用と管理を推進するため、水温

や塩分などの海洋観測、卵や稚魚の分布調査、漁獲情報等を用いて、

主要な魚種の資源状況の解析と漁況予測の技術開発を行うとともに、

小型底びき網や定置網などが現在取り組んでいる資源管理措置の効果

検証を行う。 

    ・タチウオの資源管理に向けた生態調査の実施 

    ・シャコやマアナゴの漁況予測技術の開発研究 

    ・サバ類、イワシ類の漁況予測（サバ類３回、イワシ類６回） 

    ・相模湾の資源管理計画（定置網）の効果検証 
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ヒラメ稚魚 トラフグ稚魚 カサゴ稚魚 

  ウ 重要魚種の栽培漁業推進 

    経済的価値の高い重要な魚種の栽培漁業を推進するため、バイオテ

クノロジーの活用及び生物多様性に配慮した種苗生産技術の開発、並

びに温暖化に伴う海水温の上昇などへの適応策として、本県沿岸での

増殖に適した暖海性魚種の種苗生産技術の開発を行う。 

    ・種苗生産・放流技術の開発研究（トラフグ、カサゴ、ナマコ） 

    ・バイオテクノロジーを活用したヒラメの種苗生産技術の開発研究 

    ・クマエビ、タイワンガザミの養成試験の実施 

    ・特定波長光照射によるマコガレイ種苗生産試験の実施 

   

 

 

 

 

 

   

 

 
 

 (2) 「川・湖」に関する施策 

  ア 内水面の水産資源回復と漁場環境の保全・再生 

    地域に由来する良質な種苗を安定的に供給するための増・養殖技術

の開発と種苗生産の推進、カワウや外来魚による魚類の食害を防止す

るための飛来状況調査や分布調査と防除対策の支援及び魚病による内

水面漁業・養殖業への被害を防止するための養殖事業者への指導や防

疫対策の推進により、水産資源の回復と漁場環境の保全・再生を図る。 

    ・県内産アユ種苗の安定供給の実施（アユ発眼卵 490 万粒供給） 

    ・カワウの追い払い活動への支援（３河川１湖） 

    ・カワウの飛来状況調査の実施（５河川１湖） 

    ・外来魚の分布調査の実施（２河川） 

    ・養殖衛生管理指導（15 養殖場）、薬剤残留検査（12 件）の実施、 

疾病検査（42件）や保菌検査（207 件）の実施 
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河川に飛来したカワウ 

漁業就業セミナー 漁業体験研修（わかめ養殖） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) 「漁師」に関する施策 

  ア 新規就業者の着業・定着支援 

    新規漁業就業者の確保と定着の促進を図るため、漁業者と連携して

漁業の魅力の PR や就業するための機会の提供、新たな技術の導入や

経営改善に係る指導による漁業者グループの活動支援を行うとともに、

地域の指導を担う中核的漁業者の人材育成を行う。 

    ・漁業就業セミナー(３回)、漁業体験研修（８回）、漁業現場見学

会（1回）、求職者と求人する漁業者との面談会(２回) 

    ・水産業普及指導員等による研修会（27回）、浜のリーダーとな 

る漁業士の養成・認定（青年漁業士２名、指導漁業士１名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 先端技術の活用による漁ろう負担軽減とコスト削減 

    新規就業者などの定着を図るため、漁ろう作業の負担軽減につなが

る作業支援ロボットなどの先端技術の生産現場への導入を支援する。 

    ・漁業現場へのアシストスーツの導入可能性を検討するために必要

な労働環境調査の実施 
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アシストスーツ装着試験中のほうじょう船員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (4) 「漁協と漁港」に関する施策 

  ア 漁業協同組合の経営基盤強化 

    漁業協同組合の組織の合理化と収益性を改善するため、合併協議会

への助言指導による漁協合併の推進や経営感覚に優れた漁業協同組合

員・職員を育成するための研修会を行う。 

    ・初声漁協、上宮田漁協及び城ヶ島漁協の合併（１地区） 

・合併協議会への助言指導（３地区 12漁協） 

・全漁協役職員を対象にコンプライアンス研修会(２回) 

 

  イ 漁港施設等の老朽化対策と機能強化 

    水産物の安全で効率的な供給を確保するため、生産・流通の要とな

る漁港や関連施設の老朽化対策や機能強化、防災対策を促進する。 

    ・機能保全工事の実施(７港)（再掲） 

・主要な漁港施設の機能診断の実施（２港） 

・外郭施設の整備（１港） 
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Ⅲ 林業の振興の取組について 

 

１  県産木材の有効活用の促進 

(1) 間伐材の搬出促進 

水源の森林づくり事業等の森林整備に伴って発生する間伐材等を有効

利用することにより、持続的な森林整備を促進し、水源かん養など公益

的機能の高い良好な森林づくりを進めるため、平成 19年度から間伐材

の集材、搬出、運搬に要する経費の支援を実施しており、平成 30年度

は、計画量を上回る 25,244 立方メートルの間伐材が搬出された。 

 
間伐材搬出の様子（秦野市蓑毛） 

<全体計画量と実績>  

年度 

項目 
H19  H26  H27  H28 H29 H30 

計画量

(㎥) 
6,000 21,500 24,000 26,500 24,000 24,000 

実績値

(㎥) 
6,033 13,928 19,438 26,342 24,262 25,244 

達成率

(%) 

(H19 比) 

101 

 

65 

(231) 

81 

(322) 

99 

(437) 

101 

(402) 

105 

(418) 

   

   



- 16 - 

  (2) 県産木材を利用した公共木造施設等整備の支援 

県民に幅広く県産木材をＰＲし、県産木材の利用拡大を図るため、波 

及効果や公共性が高い施設に対して支援を行っている。 

 

 

<平成 30年度実績> 

区 分 補助内容 対象施設 木材使用量 

木造 

施設整備 

県産木材を使用した

公共施設等の整備へ

の助成 

①金田東老

人憩の家・

金田児童館 

②聖アンナ

の家 

①114.71 ㎥ 

( う ち 県 産 木 材

82.02 ㎥) 

②353.97 ㎥ 

( う ち 県 産 木 材

195.89 ㎥) 

内装木質化 

県産木材を使用した

内装木質化に対する

助成 

－ － 

 
聖アンナの家 
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<平成 17年度～平成 30年度実績> 

区 分 対象施設 木材使用量 実施地域 

木造 

施設整備 

七沢希望の丘

初等学校ほか

31 件 

2,339 ㎥ 

(うち県産木材 

1,666 ㎥) 

横浜市・川崎市・相模

原市・小田原市・厚木

市・大和市・平塚市・

藤沢市・茅ヶ崎市・海

老名市・南足柄市・秦

野市・寒川町・二宮

町・山北町・松田町・

中井町・開成町 

内装 

木質化 

ニューライフ

幼稚園 

ほか 42件 

234 ㎥ 

※H22 年度以降

(29 件)の県産木

材使用量 

横浜市・川崎市・横須

賀市・相模原市・小田

原市・厚木市・大和

市・綾瀬市・藤沢市・

平塚市・伊勢原市・茅

ヶ崎市・南足柄市・箱

根町・山北町・大井

町・開成町・清川村・

葉山町 

 

 

２  森林づくりを支える人材の確保、育成 

水源の森林づくり事業などの森林整備量の増大や林業労働者の高齢化に

対応した林業労働力の量的確保と、多彩な森林づくりや間伐材の搬出促進

に対応した林業労働力の質的確保が必要となっている。 

そこで、平成 21 年度にかながわ森林塾を開校し、新規就業希望者から

既就業者までを対象に、担い手育成の研修を体系的に進めている。平成 30

年度は、就業希望者向けのコースを 12 名の方が修了し、このうち６名が

認定林業事業体へ就職しているほか、既就業者向けのコースも 30 名の方

が修了している。 

 

(1) かながわ森林塾の概要 

ア 就業希望者向け（就業意識の明確化、基礎技術の習得) 

(ｱ) 森林体験コース 

森林・林業に関する体験実習、座学 

(ｲ) 演習林実習コース 

演習林（水源林等）での現場研修、座学 
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イ 既就業者向け 

(ｱ) 素材生産技術コース 中堅技術者 

（既就職者 ３年目～） 

間伐材伐木、造材、搬出技術の現場研修、座学 

(ｲ) 流域森林管理士コース 上級技術者 

（既就職者 ５年目～） 

森林・林業に関する実技講習、座学、資格取得のための技能講習 

 

ウ 他業種からの新規参入の促進（森林整備業務における技術水準の確 

保） 

(ｱ) 森林整備基本研修 

森林・林業に関する体験実習、座学 

 

(2) これまでの実績 

年度 

 

コース名 

修了者数 
うち新規 

就労者数 H21～

H29 
H30 計 

森林体験コース 236 人 16 人 252 人 
106 人 

演習林実習コース 146 人 12 人 158 人 

素材生産技術コース 73 人 ６人 79 人 － 

流域管理士コース  59 人 ５人 64 人 － 

森林整備基本研修 311 人 19 人 330 人 － 
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Ⅳ 企業誘致施策の取組（新たな企業誘致施策「セレクト神奈川ＮＥＸＴ」の

推進）について  

 

１ 趣旨 

県では、平成28年度から、県内経済の活性化と雇用の創出を目指し、企業

誘致施策「セレクト神奈川100」により企業誘致を推進している。この企業

誘致施策は、県内市町村や関係団体等から非常に高く評価されており、今後

も企業の誘致に大きな効果が見込まれることから、継続して取り組む必要が

ある。 

そこで、市町村、経済団体との議論等を踏まえ、企業動向や経済状況に対

応できるよう、新たな企業誘致施策の素案を取りまとめ、令和元年６月に基

本的な考え方等を議会に報告した。このたび、パブリック・コメント（県民

意見募集）による県民からの意見等を踏まえ、新たな企業誘致施策「セレク

ト神奈川ＮＥＸＴ」の案を取りまとめたので、これまでの経緯も含め報告す

る。 

 

２ 市町村意見照会の結果 

  新たな企業誘致施策(素案)を令和元年６月に報告するに当たり、事前に県

内市町村へ当該施策について意見照会を行った。 

 

(1) 照会時期 

令和元年５月７日から５月20日まで 

(2) 照会対象・回答数 

・33市町村（回答：33市町村） 

(3) 主な意見 

・県内再投資の支援策拡充や中小企業への支援の見直し（５％から６％へ 

の拡充）については非常に望ましい。 

・既存の県内企業が使いやすい支援策を引き続き実施していただきたい。 

・低利融資について、特区等の利用に係る優遇利率は維持してもらいたい。 
   

３ 新たな企業誘致施策(素案)に対するパブリック・コメント（県民意見募集）

の結果 

 

(1) 募集期間 

令和元年７月８日から８月６日まで 

(2) 意見数 

10件（意見提出者数：５名） 
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(3) 意見の内訳 
区 分 延べ件数 

支援施策の内容について ７件 

実施目標について １件 

その他 ２件 

合 計 10件 

(4) 意見の反映状況 
 

       

(5) 主な意見 

ア 案に反映したもの 

    ・宿泊施設に関して「立地に当たっては、個別案件毎に市町村の意向

を確認する」とはどういう意味なのか分かりづらいので、もう少し

分かりやすく記載してほしい。 

    ・現行「15年以内」の融資期間を「見直し」て「超長期で検討」とし

ているのだし、融資を受ける側としては長いに越したことはないの

で、20年以内としてもらいたい。 

    ・「特区等利用」の場合の低利融資の補助率の優遇については継続し

てほしい。 

  イ 既に素案に盛り込んでいるもの 

    ・要件はできる限り緩和して対象を広げてほしい。 

  ウ 今後の取組の参考とするもの 

    ・「娯楽業（テーマパークに限る）」とあるが、横浜以外にはできな

いと思う。現状アピールしている観光を改めて見直し、拡充を図っ

たうえで次に取り組むべき。 

・実施目標は、令和５年度の１年間についても設定して取り組むべき 

ではないか。 

エ 案に反映しないもの 

    ・全製造業を対象にしてほしい。   

  オ その他（感想等） 

    ・対日直接投資の拡大は日本にとっても一丁目一番地と言える取組な

ので、神奈川県が先頭に立って、ジェトロなどと連携しながら、引

き続き取り組んでいただきたい。 

 

区 分 延べ件数 

案に反映したもの ３件 

既に素案に盛り込んでいるもの ２件 

今後の取組の参考とするもの ３件 

案に反映しないもの １件 

その他（感想等） １件 

合 計 10件 
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４ 新たな企業誘致施策「セレクト神奈川ＮＥＸＴ」（案） 

県内経済の活性化と雇用の創出を目指し、経済のエンジンを回していくた 

めには、引き続き、企業誘致を推進していく必要がある。 

  そこで、これまでの企業誘致施策を進める中での課題に対応し、今後も本

県の高度な産業集積の維持・発展を図るため、企業誘致施策「セレクト神奈

川ＮＥＸＴ」を策定する。 

 

(1) 施策の方向性 

  ・ 「セレクト神奈川100」と同様に、今後の成長が見込まれる産業の企

業等をターゲットとして誘致を進める。 

  ・ 引き続き、国家戦略特区等の推進など、県の施策との連携を図る。 

  ・ 広域的な交通アクセスが向上し、また近隣他県でも様々な企業誘致施

策に取り組んでいることから、地域間競争が激しくなっている。そのた

め、県内企業の再投資についても、支援策を拡充することにより、本県

の高度な産業集積の維持、発展を図る。 

  ・ 限りある財源の中で、中小企業への支援を手厚くする。 

  ・ 県内の企業立地件数の地域による偏りが課題となっていることから、

それを解消するため、特定の地域を対象に、「地域振興型産業」を支援

対象の産業に追加するとともに、宿泊施設については、地域を限定して

支援の要件を緩和する。 
 

(2) 実施目標 

   本施策は、「かながわグランドデザイン第３期実施計画」のプロジェク

トの数値目標である「企業立地支援件数」を達成するための施策として位

置付け、2019（令和元）年度から2022（令和４）年度までに、県外・国外

からの企業誘致件数と県内企業の再投資の件数の合計で200件をめざす。 
 

(3) 取組期間 

    令和元年11月１日から６年３月31日まで 
 

(4) 施策の内容 

   ア 支援の対象とする産業・業種 

   (ｱ) 対象とする産業分野 

未病関連産業、ロボット関連産業、エネルギー関連産業、観光関

連産業、先端素材関連産業、先端医療関連産業、IT/エレクトロニク

ス関連産業、輸送用機械器具関連産業、地域振興型産業(横須賀・三浦地

域又は県西地域において行われる食料品・飲料製造業) 
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    (ｲ) 対象とする業種 

「製造業」、「電気業（発電所に限る）」、「情報通信業」、

「卸売業（ファブレス企業に限る）」、「小売業（デューティーフ

リーショップに限る）」、「学術研究、専門・技術サービス業」、

「宿泊業（旅館、ホテルに限る）」、「娯楽業（テーマパークに限

る）」 

 

   イ 立地を促進するための支援策 

(ｱ) 支援策の対象とする企業の要件（企業誘致促進賃料補助金及び外国企業立上

げ支援補助金を除く） 
        

       

       

※ その他の地域での立地に際しては、総客室面積が600㎡以上で、②から④まで 

の要件を満たす施設についても対象とする 

立地に当たっては、個別事業計画毎に事前に市町村の意向を確認し、支援の 

可否を決定する 

    (ｲ) 支援策の内容 

     a 企業立地促進補助金 

これまで、県外から立地する企業に限定していた補助金につい

て、県内再投資の企業も対象とし、土地・建物・設備への投資額

に一定割合を乗じた金額を上限額の範囲内で補助する。 

支援対象：県外からの立地、県内再投資 

補 助 額：[大 企 業]投資額の３％、上限５億円 

 [中小企業]投資額の６％、上限５億円 

次の要件を満たす場合は[大 企 業]投資額の６％、上限10億円 

[中小企業]投資額の12％、上限10億円 

          ○ 特区制度等を活用する場合 

       ○ エネルギー関連産業 

・ 薄膜太陽電池の研究開発又は製造を行う場合 

・ 水素発電所を設置する場合 

 全業種（宿泊施設を除く） 宿泊施設（旅館、ホテル） 

投資額 
大 企 業 20億円以上 

中小企業 ５千万円以上 
― 

雇用人数 
大 企 業 50人以上 

中小企業 10人以上 
― 

その他 

小売業は、関税法第42条に

基づく保税蔵置場の許可を

受けること 

① 客室数100室以上(横浜・川崎地域)  

客室数30室以上※(その他の地域) 

② 平均客室面積20㎡以上 

③ 国際観光ホテル整備法に規定

するホテル、旅館の施設基準を

満たすこと 

④ 日本政府観光局認定外国人観

光案内所の設置の要件を満たす

こと 
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○ 観光関連産業（旅館、ホテル） 

・ 客室面積が平均40㎡以上、かつ、リムジンバスの発着所を

設置すること 

 

     b 企業誘致促進賃料補助金 

多様な立地形態に合わせた支援を行うため、賃貸借により工場、

オフィス等を設置する場合に、その賃料を補助し、県内への定着を

図る。 

支援対象：県外からの立地、県内再投資（外国企業に限る） 

要  件：雇用人数 大企業50人以上、中小企業10人以上※ 

    （外国企業の場合は、雇用人数５人以上、うち少なく

とも３人は、日本人又は定住者等） 
※ 横須賀・三浦及び県西地域への立地に当たっては５人以上 

補 助 額：賃料月額の１/３、補助期間６か月、上限600万円 

次の要件を満たす場合は賃料月額の１/２、補助期間６か月、上限

900万円 

○ 特区制度等を活用する場合 

○ エネルギー関連産業 

・ 薄膜太陽電池の研究開発又は製造を行う場合 

 

c 企業立地促進融資 

県が金融機関へ利子補給を行い、金融機関が超長期・固定の低利

融資を実施し、立地のインセンティブを高める。現行の制度より、

県内企業の再投資への支援策の拡充を行うとともに、月々の返済負

担の軽減を図るため、全国トップの融資期間20年とする。 

支援対象：県外からの立地、県内再投資（いずれも中小企業、中 

堅企業（資本金10億円未満の企業）に限る） 

融 資 額：最大10億円で事業費の80％以内 

融資期間：20年以内（２年以内の据置期間含む） 

利  率：15年以内     1.2％以内 

    15年超20年以内  1.7％以内 

次の要件を満たす場合は 

利  率：15年以内     0.9％以内 

15年超20年以内  1.4％以内 

         ○ 特区制度等を活用する場合 

      ○ エネルギー関連産業 

       ・ 薄膜太陽電池の研究開発又は製造を行う場合 

       ・ 水素発電所を設置する場合 

      ○ 観光関連産業（ホテル、旅館） 
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・ 客室面積が平均40㎡以上、かつ、リムジンバスの発着所を設

置すること 
 

      d 税制措置 

企業の立地を促進するため、取得不動産の不動産取得税を 

２分の１軽減する。なお、都市再生緊急整備地域では、地域決定型

地方税制特例措置（令和３年３月31日まで）を活用し、不動産取得

税をさらに10分の３又は10分の６軽減することにより、最大で５分

の４を軽減する。 

支援対象：県外からの立地、県内再投資 
 

      e 外国企業立上げ支援補助金 

外国企業の立上げを支援するため、専門家によるコンサルティ 

ングや会社設立手続き等に係る費用の一部を補助する。 

        補助金額：拠点設立時の経費の２分の１（上限200万円） 
 

   ウ その他の経済的インセンティブ 

神奈川県営水道利用加入金の減額制度 

セレクト神奈川ＮＥＸＴの事業認定を受けた企業が県営水道の給  

水区域に水道の新設等を行う場合、その水道利用加入金の50％を減

額する。 
 

   エ 経済的インセンティブ以外の支援策 

    (ｱ) 企業への充実したサポート体制 

企業が本県への立地を相談した場合に、用地情報の提供、人材確

保育成支援、立地に係る諸手続や環境アセスメントに関する相談対

応等の各種サービスを一元的に受けられる体制を整備し、企業ごと

に担当職員を決めて、きめ細やかな対応を行う。 
 

    (ｲ)  企業の立地に向けた環境整備 

  市街化調整区域のうちインターチェンジ周辺の幹線道路沿線等に

工場の立地を認めるなど、土地利用の規制緩和等による産業用地の

確保や、交通インフラの整備など、神奈川に立地するメリットを向

上させるための取組を行う。 
    
(5) 本施策（セレクト神奈川ＮＥＸＴ）のＰＲ 

企業の立地を促進するため、制度概要を記載したパンフレットの作成・ 

配布や、知事によるトップセミナー・トップセールスの実施などにより、

神奈川の魅力や立地優位性と併せて本施策の内容を積極的にＰＲする。  
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現行制度と「セレクト神奈川ＮＥＸＴ」(案)の比較〔変更点のみ〕 

 「セレクト神奈川100」（現行） 「セレクト神奈川ＮＥＸＴ」(案) 

対

象

産

業 

未病関連、ロボット関連、エネルギー関

連、観光関連、先端素材関連、先端医療関

連、IT/エレクトロニクス関連、輸送用機械

器具関連産業 

一部

拡充 

未病関連、ロボット関連、エネルギー関

連、観光関連、先端素材関連、先端医療関

連、IT/エレクトロニクス関連、輸送用機械

器具関連、地域振興型産業(横須賀・三浦地域又

は県西地域において行われる食料品・飲料製造業) 

対

象

業

種 

「製造業」、「電気業(発電所に限る)」、

「情報通信業」、「卸売業(ファブレス企業

に限る)」、「小売業(デューティーフリー

ショップに限る)」、「学術研究、専門・技

術サービス業」、「宿泊業(ホテルに限

る)」、「娯楽業(テーマパークに限る)」 

拡充 

「製造業」、「電気業(発電所に限る)」、

「情報通信業」、「卸売業(ファブレス企業

に限る)」、「小売業(デューティーフリー

ショップに限る)」、「学術研究、専門・技

術サービス業」、「宿泊業(旅館、ホテルに

限る)」、「娯楽業(テーマパークに限る)」 

要  

 

件 

雇用要件 
（宿泊施設を 

除く） 

大企業 50名以上 継続 大企業 50名以上 

中小企業 10名以上 
一部 

緩和 
中小企業 

10名以上(賃料補助金について

は５名以上(横須賀・三浦、県西地域

のみ)) 

宿泊施設 

＜ホテル＞ ＜旅館、ホテル＞ 

① 客室100室以上 

② 平均客室面積20㎡以上 

③ 国際観光ホテル 

④ JNTO外国人観光案内所 
【特区等利用：上記に加え、平均客

室面積40㎡以上かつリムジンバス発

着所の設置】 

継続 ≪横浜・川崎地域≫ 

緩和 

≪その他の地域≫ 

① 客室30室以上※ 

② 平均客室面積20㎡以上 

③ 国際観光ホテル、旅館 

④ JNTO外国人観光案内所 
【特区等利用：上記に加え、平均客室面積40㎡

以上かつリムジンバス発着所の設置】 

※総客室面積が600㎡以上で②～④の要件を満た

す宿泊施設も対象とする 

・立地に当たっては、個別事業計画毎に市町村

の意向を確認し、支援の可否を決定する 

支  

 

援  

 

策 

補助金 

＜県外・国外のみ＞ ＜県外・国外、県内再投資＞ 

投資額の５％（上限５億円） 

【特区等利用】 

投資額の10％（上限10億円） 

見直し 大企業 

投資額の３％（上限５億円） 

【特区等利用】 

投資額の６％（上限10億円） 

拡充 中小企業 

投資額の６％（上限５億円） 

【特区等利用】 

投資額の12％（上限10億円） 

税制措置 不動産取得税の1/2軽減 継続 不動産取得税の1/2軽減 

低利融資 

＜中小・中堅企業(資本金10億円未満

の企業)限定＞  

融資限度額10億円（投資額の80％

以内） 
融資期間15年以内（２年以内の

据置期間含む） 

【県外・国外、特区等利用】 

利 率0.9％以内(当初５年間) 

利 率1.2％以内(６年目以降) 

【県内再投資】 

利 率1.5％以内 

一部 

拡充 

＜中小・中堅企業(資本金10億円未満の企業)限定＞ 

 

融資限度額 最大10億円（投資額の80％以内） 

 

融資期間 20年以内（２年以内の据置期間

含む） 

利 率 15年以内    1.2％以内 

    15年超20年以内 1.7％以内 

【特区等利用】 

利 率 15年以内    0.9％以内 

    15年超20年以内 1.4％以内 

 

参考 
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Ⅴ かながわスマートエネルギー計画の取組について 

 

１ 取組の概要 

かながわスマートエネルギー計画は、平成 25年７月に可決された「神 

奈川県再生可能エネルギーの導入等の促進に関する条例」を受けて、平成

26年４月に策定した。 

また、平成 30 年３月に平成 30 年度から令和２年度までの重点的な取組

の追加等を行う改訂を行った。 

この計画を推進するため、太陽光をはじめとする再生可能エネルギー等

の導入加速化、水素エネルギーの導入拡大及び省エネルギーの促進とスマ

ートコミュニティの形成に取り組み、地域において自立的なエネルギーの

需給調整を図る分散型エネルギーシステムの構築を目指している。 

 

２ 数値目標と進捗状況 

 
 

○数値目標

2010(H22)年度 2020(R2)年度

基準年 実績 目標

－
△8.2％

△10％

9.6％
13.3％

25％

○2020(R2)年度までの重点的な取組

2010(H22)年度 2020(R2)年度

基準年 実績 目標

基本政策１　再生可能エネルギー等の導入加速化

太陽光発電の普及

住宅用太陽光発電設備(10kW未満)の導入量(累
計) 11.29万kW

42.3万kW
146万kW

事業所用太陽光発電設備(10kW以上)の導入量
(累計) 1.82万kW

42.9万kW
219万kW

ソーラーシェアリングの導入件数
（累計）

５件
(H27年度)

30件 100件

基本政策２　安定した分散型エネルギー源の導入拡大

ガスコージェネレーションの導入

ガスコージェネレーションの導入量(累計) 53万kW 
57.8万kW

108万kW

水素エネルギーの導入

家庭用燃料電池の導入台数(累計) 1,600台 36,730台 103,000台

燃料電池自動車（ＦＣＶ）の導入台数(累計)
約120台

(H28年度)
約220台 5,000台

水素ステーションの設置数（累計）※　移動
式を含む

12箇所
(H28年度)

13箇所 25箇所

2018(H30)年度

県内の年間電力消費量の削減率

県内の年間電力消費量に対する
分散型電源による発電量の割合

2018(H30)年度

資料３

(H29実績)

(H29実績)

(H29実績)

(H29実績)

(H29実績)
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３ 令和元年度の主な取組 

(1) 再生可能エネルギー等の導入加速化 

ア 太陽光発電の普及 

(ｱ) 自家消費型太陽光発電等の導入促進 
再生可能エネルギーの更なる普及拡大を図るため、事業者が自家

消費型の太陽光発電等を導入する経費に対し補助している。 
    ○募集期間：５月 24日～12 月 20 日 

○予定件数：11 件 

○補助件数：19 件（８月 31 日現在） 
   （平成 30年度実績） 

○補助件数：９件 

○補助事業者：中央カンセー株式会社ほか８者 

 

    (ｲ) 太陽光発電の共同購入 

令和元年度から民間事業者と連携した太陽光発電の共同購入事業

を実施している。 
    ○購入希望者の募集 

募集期間：５月 17日～８月８日 
○応募件数：446 件(８月 31 日現在) 

 

2010(H22)年度 2020(R2)年度

基準年 実績 目標

基本政策２　安定した分散型エネルギー源の導入拡大

蓄電池の導入

電気自動車（ＥＶ）の導入台数(累計) 1,213台 13,558台 29,000台

電気自動車用急速充電器の導入基数(累計) 86基 463基 680基

基本政策３　多様な技術を活用した省エネ・節電の取組促進

多様な技術を活用した省エネ・節電の取組

ＺＥＨの導入件数(累計)
1,195件

(H28年度)
1,991件 35,000件

ＺＥＢの導入件数(累計)
４件

(H28年度)
８件 ９件

基本政策４　エネルギーを地産地消するスマートコミュニティの形成

地域における新たな電力供給システムの整備促進

エネルギーの地産地消を進める小売電気事業
者の取組の支援

－
(H30年度)

１事業
６事業

基本政策５　エネルギー関連産業の育成と振興

エネルギー関連産業への参入促進

ＨＥＭＳや水素関連の技術開発・製品開発に
関する県の支援件数

－
(H30年度)

４件
15件

（令和元年８月31日現在）

2018(H30)年度

(H30～R2の計)

(H30～R2の計)
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    (ｳ) ソーラーシェアリングの普及 

ソーラーシェアリングの導入事例をホームページや各種イベント

等で周知するとともに、市町村や農協、発電事業者等と連携し、ソ

ーラーシェアリングの魅力や手続きを紹介するセミナーを開催する。 

また、ソーラーシェアリングに必要な手続から発電設備の設置工

事等までを一貫して支援するサービス（ワンストップサービス）の

プランを民間事業者から募集し、県のホームページ等で公表する。 

〇セミナーの開催 

予定回数：１回 

〇ワンストップサービスのプランの募集 

募集期間:７月９日～８月 13 日、公表プラン:８プラン(うち新規１プラン)  

〇ソーラーシェアリングの導入件数(累計):38件（８月31日現在） 
   （平成 30年度実績） 

〇セミナーの開催 

期日:10 月 25 日、会場:あつぎ市民交流プラザ、参加者数:58 名 

〇ワンストップサービスのプランの募集及び公表 

 募集期間：10 月 19 日～11 月 16 日、公表プラン：７プラン 

 

(ｴ) ソーラーフェアの開催 

太陽光発電の導入拡大を図るため、説明パネルの展示や、相談コ

ーナーの設置により、太陽光発電の意義やメリットを広く県民に周

知するソーラーフェアを開催する。 

〇予定回数：２回 
   （平成 30年度実績） 
     〇第１回 
      期日:２月９日、会場:イオンスタイル東戸塚、参加者数:4,000 名 
     〇第２回 
      期日:２月 11日、会場:小田原ダイナシティ、参加者数:5,000 名  

   

(ｵ) 「災害時も停電のないくらし～今こそ太陽光発電」キャンペーン 

の実施 

   県ホームページや県のたより等で県民に太陽光発電のメリット

を周知するとともに、家電量販店やショッピングモールで太陽光

発電の導入を呼びかけるキャンペーンを展開している。 

〇ノジマ たまプラーザ店、実施期間：６月８日から１か月間 

  など、合計３回 
（平成 30 年度実績） 

〇家電量販店でのキャンペーン 

ヤマダ電機 28 店舗、実施期間：11月 29 日～12 月 21 日 

  など、合計５回 
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(ｶ) ＰＶ※１ 2019 太陽光発電展示会＆フォーラムへの出展 

薄膜太陽電池の紹介や太陽光発電設備のメリットなどを県民・事

業者にアピールするため、７月 10 日から 12 日までの３日間、パシ

フィコ横浜において開催された、太陽光発電に関する総合イベント

「ＰＶ 2019 太陽光発電展示会＆フォーラム」（主催：フジサン

ケイビジネスアイ、株式会社シー・エヌ・ティ）に出展した。 
※１ ＰＶ：太陽光発電。「Photovoltaic」の略。 
 
 

(ｷ) 中小企業者の太陽光発電設備等の導入に対する融資 

中小企業者を対象に、太陽光発電設備等を導入するための資金

を融資している。 

○ソーラー発電等促進融資 融資実績 

累計(平成23年11月～)：125,490千円(18件）(８月31日現在） 

 

(ｸ) 県有施設への太陽光発電設備等の設置 

○動物愛護センター 

 完成時期：平成 31年４月 

 設備容量：太陽光発電設備 10kW 

○花水台交番 

 完成時期：平成 31年４月 

 設備容量：太陽光発電設備 ２kW 

○茅ヶ崎警察署 

 完成時期：令和元年６月 

 設備容量：太陽光発電設備 50kW 

○江の島セーリングセンター 

 完成時期：令和元年７月 

 設備容量：太陽光発電設備 ５.67kW 

○横浜西合同庁舎 

 完成時期：令和２年１月(予定) 

 設備容量：太陽光発電設備 10kW(予定) 

○横須賀合同庁舎 

 完成時期：令和２年１月(予定) 

 設備容量：太陽光発電設備 10kW(予定) 

○津久井合同庁舎 

 完成時期：令和２年１月(予定) 

 設備容量：太陽光発電設備 15kW(予定) 

○横浜川崎治水事務所川崎治水センター 

 完成時期：令和２年１月(予定) 

 設備容量：太陽光発電設備 10kW(予定) 
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○岩戸養護学校 

 完成時期：令和２年１月(予定) 

 設備容量：太陽光発電設備 10kW(予定) 
     （平成 30年度実績） 

○運転免許センター本館棟 

 完成時期：平成 30年５月 

 設備容量：太陽光発電設備 100kW 

○大船フラワーセンター 

 完成時期：平成 30年９月 

 設備容量：太陽光発電設備 44.8kW 

○厚木警察署           

 完成時期：平成 30年 12 月 

 設備容量：太陽光発電設備 50kW 

 

イ その他の再生可能エネルギー等の導入 

(ｱ) 小水力発電の導入 

企業庁が、宮ヶ瀬ダム上流の早戸川において、早戸川発電所の

完成に続き、上流部での小水力発電の導入に向け、基本設計及び

測量・地質調査を行う。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 (2) 安定した分散型エネルギー源の導入拡大 
ア ガスコージェネレーションの導入 

高いエネルギー効率を有するガスコージェネレーション等を導入し、
生産した電力と熱を複数の事業所間等で共同利用する事業を募集し補
助している。 

   ○募集期間：４月 18日～５月 15 日 
○補助件数：１件 

 （平成 30年度実績） 

早戸川発電所 

早戸川取水えん堤 

蛙沢砂防えん堤 

大杉砂防えん堤 

魚止砂防えん堤 

早戸川下流部 

（平成 30年３月～運転開始） 

伝道えん堤 

奥野砂防えん堤 

取水予定地点 
 

発電所予定地点 
 

早戸川 
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○補助件数：１件 
  〇補助事業者：三井住友ファイナンス＆リース株式会社 

    〇実施箇所：東邦化学工業株式会社追浜工場（横須賀市浦郷町） 
    〇発電出力：1,700kW×１台 
 

イ 水素エネルギーの導入 

 (ｱ) 燃料電池自動車（ＦＣＶ※２）の普及・導入 

燃料電池自動車の初期需要の創出に向け、事業者等が燃料電池自

動車を導入する経費に対し補助している。 

〇募集期間：４月８日～令和２年２月 28日 

○予定件数： 70 件 

○補助件数： 17 件（８月 31 日現在） 
   （平成 30年度実績） 

○補助件数：26件 
 

※２ ＦＣＶ：「Fuel Cell Vehicle」の略。 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

(ｲ) 燃料電池フォークリフトの普及・導入 

    燃料電池フォークリフトの初期需要の創出に向け、事業者等が燃

料電池フォークリフトを導入する経費に対し補助している。 

〇募集期間：４月８日～令和２年２月 28日 

〇予定件数：２件 

○補助件数：０件（８月 31日現在） 
   （平成 30年度実績） 

○補助件数：１件 

〇補助事業者：トヨタエルフアンドエフ神奈川株式会社 

〇実施箇所：大陽日酸株式会社水江事業所（川崎市川崎区水江町） 
 

(ｳ) 水素ステーションの整備促進 
燃料電池自動車の普及に不可欠な水素ステーションの整備を促進 

するため、水素ステーションを整備する経費に対し補助している。 
〇募集期間：４月 17日～５月 10 日 
〇補助件数：１件 

   （平成 30年度実績） 
○補助件数：０件 
 
 

トヨタ自動車㈱ 

ＭＩＲＡＩ 

本田技研工業㈱ 

ＣＬＡＲＩＴＹ ＦＵＥＬ ＣＥＬＬ 
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○県内の水素ステーションの整備状況（８月 31日現在） 

・13 箇所（固定式６箇所、移動式７箇所）整備済み。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
(ｴ) 燃料電池フォークリフト用水素供給設備の導入促進 

燃料電池フォークリフトの稼働に不可欠な水素供給設備の導入
を促進するため、水素供給設備を導入する経費に対し補助してい
る。 

     〇募集期間：７月 22日～８月９日 
  〇補助件数：０件（８月 31日現在） 
 
(ｵ) 再エネ水素ステーションの運用 

   平成 29 年度に整備した再エネ水素ステーションから地元タクシ 
ー事業者が運行するハイヤーに水素を充填する仕組みを整え、Ｃ
Ｏ２フリー水素社会の具体的イメージのＰＲを図っている。 

 
(ｶ) 普及啓発の主な取組 

水素エネルギー社会の実現に向けて、燃料電池自動車を活用した 
普及啓発イベント等を市町村、民間事業者等と協力して実施してい 
る。 
〇ル・ボラン カーズミート 

  期日：５月 12 日、会場：横浜赤レンガ倉庫 
など、合計８回（試乗 延べ 570 人）（８月 31 日現在） 

（平成 30 年度実績） 

（固定式）横浜旭水素ステーション （移動式）横浜大さん橋水素ステーション 
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〇イベント回数：22回（試乗 延べ 1,171 人） 

ウ 蓄電池の導入 

 (ｱ) 定置型蓄電池の導入 

太陽光発電の更なる導入拡大に向けて、太陽光で発電した電力を

効果的に利用する蓄電池の導入促進を図るため、住宅や事業所に新

たに太陽光発電システムと併せて蓄電システム及び災害用電気設備

を導入する経費に対し補助している。 

     〇第１期 

・募集期間：４月 18日～６月 28 日 

      （予定件数に達したため５月 24日に募集締切） 

・補助件数：180 件（８月 31 日現在） 

     〇第２期 

・募集期間：７月１日～９月 27日 

      （予定件数に達したため７月２日に募集締切） 

・予定件数：180 件 

・補助件数：193 件（８月 31 日現在） 

     〇第３期 

・募集期間：９月 30日～11 月 29 日 

・予定件数：160 件 

      〇第４期 

・募集期間：12月２日～令和２年２月 14日 

・予定件数：80 件 
    （平成 30年度実績） 

 ○補助件数：505 件 

 

(ｲ) 電気自動車（ＥＶ）の導入 
電気自動車は走行時にＣＯ２を排出しない究極のエコカーである

とともに、災害時の非常用電源としても期待されている。 
電気自動車（ＥＶ）の普及啓発のため、その魅力を体感できるイ

ベントを行う。 
    （平成 30年度実績） 

〇「親子で学ぶＥＶ教室」 
  期日：８月 24 日、会場：日産自動車株式会社グローバル本社他 

参加者数：32 名 
 

(ｳ) 「ワークプレイスチャージング」モデル事業の実施 
電気自動車の導入を促進するため、電気自動車で通勤している従

業員が職場で充電を行う「ワークプレイスチャージング」のモデル
事業を実施する県内事業者に対して補助している。 

     ○補助件数：１件 
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    （平成 30年度実績） 
 ○補助件数：０件 

 
 (ｴ) ビークル・トゥ・ホームシステム（Ｖ２Ｈ）の導入 

電気自動車等（ＥＶ・ＰＨＶ）を蓄電池として活用促進するこ

とと、太陽光発電の自家消費拡大に向け、令和元年度からビーク

ル・トゥ・ホームシステム（Ｖ２Ｈ）を導入する事業に対して補

助している。 

○募集期間：４月 18日～令和２年２月 28日 

○予定件数：10 件 

○補助件数：６件（８月 31日現在） 
 
 (3) 多様な技術を活用した省エネ・節電の取組促進 

ア 事業者や県民の省エネ・節電意識の向上と取組の促進 

(ｱ) 中小規模事業者の省エネルギー対策の促進 

県内の中小規模事業所及び中小テナントビルへの省エネルギー 

診断を実施している。 

〇実施件数：８件（８月 31日現在） 

 

  (ｲ) 温暖化対策計画書制度の運用 

一定規模以上の事業活動・建築物・開発事業について、温暖化

対策計画書の提出を求めるなど、温室効果ガス削減対策を促進し

ている。 

a 事業活動温暖化対策計画書制度の運用 

〇提出事業者数：475 事業者（８月 31 日現在）  

〇訪問指導実施事業所数：13事業所（８月 31 日現在） 
b 建築物温暖化対策計画書制度の運用 

〇届出件数：41件（８月 31 日現在） 

〇再生可能エネルギー導入件数：３件（８月 31 日現在） 
c 特定開発事業温暖化対策計画書制度の運用 

〇届出件数：２件（８月 31 日現在） 

〇再生可能エネルギー導入件数：０件（８月 31 日現在） 

 

 (ｳ) 家庭の省エネルギー対策の促進 

ライフスタイルの転換を促すため、マイエコ 10（てん）宣言の

普及を図るとともに、地域で活動する地球温暖化防止活動推進員

や環境団体の活動支援などを行っている。 

         a 地球温暖化防止活動推進員の委嘱 

〇人数：221 人（８月 31 日現在） 

b 節電に関する県民相談 
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〇相談件数：４件（８月 31 日現在） 
c マイエコ 10（てん）宣言の普及 

〇宣言件数：12,360 件（８月 31 日現在） 
d 企業、ＮＰＯ等と連携した環境教育の推進 

〇環境・エネルギー学校派遣事業の実施件数:12 件(８月 31 日現在)  
e 家庭向け省エネルギー行動の促進 

〇「省エネ DIY」(自分でできる省エネリフォーム)の普及啓発 
 

(ｴ) 信号灯器のＬＥＤへの転換 
交通安全施設の省エネ対策を推進するため、車両用及び歩行者用

の各信号灯器をＬＥＤに更新している。 
〇整備数 車両用灯器：22,849 灯（８月 31 日現在） 

歩行者用灯器：23,409 灯（８月 31 日現在） 
 

イ 多様な技術を活用した省エネ・節電の取組 

(ｱ) ＺＥＨ※３・ＺＥＢ※４の導入促進 

省エネと創エネにより年間の一次エネルギー消費量を正味でゼロ

にする、ネット･ゼロ･エネルギー･ハウス（ＺＥＨ）とネット･ゼ

ロ･エネルギー･ビル（ＺＥＢ）の導入を促進するため、導入経費に

対し補助している。 

○ＺＥＨ 

・募集期間：５月 17日～令和２年２月 28日 

・予定件数：400 件 

・補助件数：148 件（８月 31 日現在） 
（平成 30 年度実績） 

・補助件数：372 件 
○ＺＥＢ 
・募集期間：５月 17日～６月 21 日 

・補助件数：０件（８月 31 日現在） 
（平成 30 年度実績） 

・補助件数：１件 

・補助事業者：芙蓉総合リース株式会社 

・実施箇所：スーパービバホーム小田原店（小田原市小八幡） 
 

※３ ＺＥＨ：「Net Zero Energy House」の略。 
※４ ＺＥＢ：「Net Zero Energy Building」の略。 
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(ｲ) 既存住宅の省エネ化の促進 

ＺＥＨ化が困難な既存住宅の省エネを促進するため、省エネ効果

が見込まれる窓等の改修工事に対し補助している。 

○募集期間：５月 17日～令和２年２月 28日 

      （予定件数に達したため６月 28日に募集締切） 

・補助件数：64件（８月 31 日現在） 
    （平成 30年度実績） 

○補助件数：107 件 
 

(ｳ) ＺＥＨ等普及イベントの開催 

ＺＥＨ及び既存住宅の省エネ改修を普及するため、県内ハウスメ

ーカーと連携し、ＺＥＨ及び省エネ改修の認知度向上を図るイベン

トを開催している。 

○予定件数：５回 
      〇第１回 
      期日：６月９日、会場: ｔｖｋハウジングプラザ横浜 

参加者数：1,121 名 
    （平成 30年度実績） 
      〇第１回 

       期日：５月 13 日、会場：ｔｖｋハウジングプラザ横浜 
      参加者数：350 名 
      〇第２回 
       期日：９月 16 日、会場：ｔｖｋハウジングプラザ藤沢 
      参加者数：1,250 名 
      〇第３回 
       期日：10 月 20 日、会場：ハウジングプラザ横須賀 
      参加者数：855 名 
      〇第４回 
       期日：11 月３日、会場：ｔｖｋハウジングプラザ新百合ヶ丘 
      参加者数：198 名 
      〇第５回 
       期日：１月６日、会場：相模原住宅公園 
      参加者数：684 名 
 

(ｴ) ＺＥＢセミナーの開催 

ＺＥＢについて、県の施策の内容と現状を紹介するとともに、

「神奈川県ＺＥＢ導入事業」採択事業者等によるＺＥＢ導入事例と

金融機関の優遇策を紹介するセミナーを開催する。 
   （平成 30年度実績） 

      期日：11 月５日、会場:かながわ県民センター、参加者数:31 名 
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(4) エネルギーを地産地消するスマートコミュニティの形成 

ア 地域におけるエネルギーネットワークの構築 

エネルギーの地産地消を促進するため、小売電気事業者が地域の太

陽光発電設備等から電力を調達し、地域の事業所等に供給するモデル

事業を募集し補助している。 

     〇第１期 

・募集期間：４月 18日～７月 12 日 

・補助件数：１件 

     〇第２期 

・募集期間：８月 23日～９月６日 

・予定件数：１件 
   （平成 30年度実績） 

〇補助件数：１件 

〇補助事業者：ほうとくエネルギー株式会社 
 

(5) エネルギー関連産業の育成と振興 

 ア エネルギー関連産業の誘致 

「セレクト神奈川 100」(平成 22 年度から 27 年度までは「インベス

ト神奈川２ｎｄステップ」)のプロモーション活動を重点的に展開し、

「創エネ」「省エネ」「蓄エネ」の推進に資する技術を持つ企業を幅

広く誘致している。 

〇エネルギー関連企業の誘致件数 

累計(平成 22 年４月～)：26 件（８月 31 日現在） 
 

 イ エネルギー関連産業への参入促進 

 (ｱ) ＨＥＭＳ※５を活用した技術開発及び水素ステーション等に関連

する技術開発 

県内中小企業のＨＥＭＳ及び水素・燃料電池関連の技術開発・

製品開発を支援するため、ＨＥＭＳ認証支援センターや独立行政

法人新エネルギー・産業技術総合開発機構等と連携し、セミナー

の開催や開発アドバイザーによる中小企業への支援を実施してい

る。 

○ＨＥＭＳ関連製品等開発促進 

     ・セミナー開催予定回数：３回 

・フォローアップ予定回数：１回 

〇水素・燃料電池関連製品等開発促進 

・セミナー開催予定回数：３回 

      ・アドバイス支援予定回数：５回 
   （平成 30年度実績） 

○ＨＥＭＳ関連製品等開発促進 
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     ・セミナー開催回数：３回 

    ・フォローアップ：２回 

〇水素・燃料電池関連製品等開発促進 

・セミナー開催回数：２回 

      ・アドバイス支援：４回 
 

※５ ＨＥＭＳ：家電製品や給湯機器をネットワーク化し、表示機能と制御機能 
  を持つシステム。「Home Energy Management System」の略。 

 
 

 (ｲ) 高効率燃料電池開発プロジェクトの推進 

燃料電池をさらに普及させるため、高効率燃料電池開発プロジェ

クトなど、地方独立行政法人神奈川県立産業技術総合研究所が行う

事業について、その財源の一部を交付している。 

 
 


